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コンサルティング基礎講座

３．生産緑地者の問題と公認 不動産コンサ
ルティングマスターの役割

公認 不動産コンサルティングマスターが生産緑地
保有者の顧客に対してコンサルティングするメインの
内容としては、この分野が一番需要のある分野であり
ます。

まずは、生産緑地者が現実に抱えている共通の問題
点を３つほどピックアップして説明していきます。

（生産緑地者が抱えている大き
な３つの共通問題点）

（1）都市農地の営農継続問題
（2）相続税の納税対策問題
（3）生産緑地の優良資産化

（1）都市農地の営農継続問題
現実問題として、都市農地の

生産緑地における営農状況は
決して良いとは言えません。農
林水産省のアンケートによる
と、都市農地の一世帯当たりの
所得配分として、農業所得は所
得全体の約25％、不動産所得
は約65％と農業での所得はか
なり低いのが現状です。

この原因はいろいろありますが、新生産緑地制度の
施行時から30年も経てば、経済状況も変わり、世の
中も変わってまいります。その中で自然と都市農地で
の営農需要がなくなり、所得の低下へつながったこと、
それにより営農承継者も少なくなり、その結果、現時
点での営農者がご高齢になってきたことが大きな原因
かと考えられます。

その中で生産緑地を継続していくためには、営農承
継者をそろえて、農作物の量産とその販売ツールの確
立を行い、事業として成立させていかないといけない
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［おかだ・ひろゆき］主に不動産相続対策における事業企画立案・営業
を担当。生産緑地相続対策をはじめ、借地権者の相続整理を伴った同時
売却、共有物分割・等価交換による事前相続トラブルの対策等、高齢者
（認知症対策等）向け事前相続対策と不動産活用等、不動産相続をテー
マにしたトータル的業務に多く携わる。

図表１　都市農地の営農状況と問題点

１．農作業を中心で行っている方の年齢層．．．60歳以上が64.1％
２．営農後継者が決まっていない．．．62.8％
３．農家1件当たり所得内訳．．．農業所得/約25％ 不動産所得/約65％
４．農業を続ける上での支障．．．相続税負担が大きい/約65.3％

固定資産税の負担が大きい/約63.7％

営農継続・収益問題

平成27年から、相続税の基礎控除額が下がり、土地保有者へ課税される
相続税は大きく、生産緑地しかない又は生産緑地が殆どの都市農地は、
生産緑地を納税対象地とするしかなく、先祖からの土地の承継問題へも
繋がってくる。

相続税等の税金問題
土地財産の承継問題

（農林水産省「都市農業に関する実態調査」より）
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